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気候変動への対応

主な実績

環境アクションプラン2025年度実績[概要] 　▶ p.038

環境アクションプラン2026年度目標[概要] 　▶ p.039

ニコングループは、バリューチェーン全体の温室効果ガス排出
量を国際基準の「GHGプロトコル」に準拠して算定しています。

2025年度のScope1＋2排出量は62,172トン- CO2e、2022年
度比で64.5%削減となり、2025年度目標（2022年度比52％以
上削減）を達成しました。後述の再生可能エネルギーの導入の
効果により、予定を上回る削減となりました。引き続き、ニコン
環境中期目標の達成に向けて着実に取り組みを進めていきま
す。Scope3排出量は、843,216トン- CO2eとなりました。製品販
売台数の増加に伴い、カテゴリ1（購入した製品・サービス）等
の排出量は増加した一方で、ニコン本社建設の完了により、前
年度に大幅に増加したカテゴリ2（資本財）排出量は約60%削
減されました。その結果、2025年度のScope3排出量は前年度
比で約15%減少となりました。
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顕在化する気候変動の影響と脱炭素化に向かう社会動向を
踏まえ、ニコングループはニコン環境方針の中で、気候変動の
緩和に向けた対策を定めています。具体的には、事業のみなら
ず調達パートナーや顧客を含むバリューチェーンにおける温室
効果ガス排出の削減や、製品のライフサイクルを通じた環境負
荷低減に関する取り組みを掲げています。また、ニコン環境長
期ビジョンの柱のひとつに、「脱炭素社会の実現」を位置付け
ています。（温室効果ガス削減目標については、右の「ニコング
ループのSBT」項目を参照）。再生可能エネルギーの導入につい
ては、2030年度までに導入率100%をめざしています。
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基本的な考え方

▶ �ニコン環境方針

ニコングループのSBT＊1（2024年1月認定取得）
● ネットゼロ目標

2050年度までにバリューチェーン全体で温室効果ガス排出量実質ゼロ＊2を達成
● 短期目標

2030年度までに2022年度を基準年としてスコープ1および2の温室効果ガス排出量を57% 削減

2030年度までに2022年度を基準年としてスコープ3の温室効果ガス排出量を25% 削減

＊1 �Science Based Targets（SBT）イニシアチブ：気候変動など環境分野に取り組む国際 NGOのCDP、国連グローバル・コンパクト（UNGC）、世界資源研究所（WRI）、世界自然保護基金
（WWF）による国際的な共同イニシアチブ。パリ協定がめざす「世界の平均気温の上昇を、産業革命前と比べて2℃未満に抑える」という目標に向け、科学的根拠に基づく削減のシ

ナリオと整合した企業のCO2排出削減目標を認定している。
＊2 �バリューチェーン全体における温室効果ガス排出量（スコープ1、2、3）を90％削減し、残余排出量はSBTイニシアチブが定める基準に従って中和すること。
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戦略

リスク

気候変動によるニコングループへのリスクとして以下を認識し
ています。
●財務影響
大：100 億円以上、中：10 億～ 100 億円、小：10 億円以下
●緊急度
高：3 年以内、中：3 ～ 10 年、低：10 年以上

ニコングループへのリスクニコングループへのリスク 財務影響財務影響 緊急度緊急度 対応対応

物理
（急性・慢性）

台風・水害などの気象災害が増加した場合、主要生産拠点（日本・タイなど）やサプライヤーの拠点の被災、物流網の寸断などにより供給
／操業が停止したり、資産価値が低下する可能性がある。また、海面上昇によりこれらのリスクの発生確率が高まる可能性がある

大 中
・�レジリエントなサプライチェーンの構築
・�事業継続マネジメント（BCM）の推進

平均気温が上昇した場合、冷房などの空調設備の負荷増大により電力コストが増加する可能性がある。特に、精密機器の製造・輸送など
の過程で必要な厳密な温度管理が困難になる、または管理コストが増加する可能性がある

小 低 ・�積極的な省エネ活動の推進

長期的な降水パターンの変化や干ばつの発生により水資源の利用が制約され、操業に悪影響が生じる可能性がある 中 低
・�取水量の削減
・�水資源のリサイクル促進

移行

政策・法規制

・��炭素税等のカーボンプライシング政策が導入・拡大された場合、当社への適用により事業コストが増大する可能性が
ある。また、サプライヤーへの適用により仕入れ価格が上昇する可能性がある

・��事業拠点を有する国のエネルギー政策の変更により、電気料金が上昇し、事業コストや仕入れコストが増加する可能
性がある

大＊ 中
・�省エネの推進、再エネ導入による温室効果ガス排出の削減
・�モーダルシフトや物流ルート改善による温室効果ガス排出の削減
・�サプライヤーへの温室効果ガス排出削減の要請

技術 ・��製品使用時の排出削減、製造法・素材の低炭素化に乗り遅れた場合、販売機会が減少する可能性がある 大 低
・�省エネの推進、再エネ導入による温室効果ガス排出の削減
・�製品の省エネ性能向上
・�新素材・製造法の開発・検討

市場・評判
・�顧客の脱炭素要求に十分に応えられない場合、販売機会が減少する可能性がある
・�脱炭素対応が十分でない場合、評価・評判を損ない、株価や売上に影響する可能性がある

中 低
・�省エネの推進、再エネ導入による温室効果ガス排出の削減
・�積極的な情報開示の推進

＊具体例：オランダでの炭素税制度
2021年より製造業など産業部門を対象に温室効果ガス排出量1トン当たり30ユーロの炭素税を課す制度が始まりました。この炭素税は毎年10ユーロ強引き上げられ、2030年には1トン当たり125ユーロになると見込まれています。欧州の他の国でも同様の動きが見られます。現
在ニコングループの業種は課税対象ではありませんが、今後対象の範囲は拡大する可能性もあります。課税対象となった場合、例えばニコングループの欧州グループ生産会社からの2020年度の温室効果ガス排出量は約1,300トンであり、このまま何も施策を講じないと、年間約
162,500ユーロの炭素税がかけられると予想されます。
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機会

戦略

気候変動によるニコングループにとっての機会として以下を認
識しています。

ニコンは、金融安定理事会（FSB）により設置された気候関
連財務情報開示タスクフォース（TCFD）に、2018年11月に賛同
を表明し、最終報告書に基づいた情報開示を進めています。

ニコンは、気候関連リスクと機会について、事業の特性や生
産拠点・事業所の立地条件、近年の気候変動に起因する自然災
害の度合いと頻度、業界の動向、関連する法規制の動向、気候
変動に関する政府間パネル（IPCC）の気候変動予測に用いられ
ているRCP（代表的濃度経路）シナリオや外部の調査機関によ

ニコングループにとっての機会 時間的範囲

・��脱炭素社会の実現に貢献する技術やビジネス展開に対する消費者
／機関投資家などからの評価が高まり、売上が増加し株価が上昇す
る可能性がある

　・�社会のエネルギー効率向上に貢献する光を使った付加加工や微
細加工

　・�既存部品の補修などで製品の長寿命化に貢献する付加加工
　・�ものづくりの効率化に貢献する高度な手や目を持つロボットや

デバイス製造プロセス
　・�光源の省エネルギー化、長寿命化・耐久性の向上による環境にや

さしい製品の提供
　・�時間・空間／現実と仮想を超えて人がつながる社会の実現に貢献

する映像制作技術

短期～長期

・�生産プロセス、物流の効率化や省エネ活動により、将来的な炭素税
やエネルギーコストを低減できる可能性がある

短期～長期

・�物理的リスクへの備えとして実施するサプライチェーンマネジメ
ントや自社のBCM の改善により事業体制を強靭化できる可能性が
ある

短期

る調査結果・シナリオを総合的に考慮した分析を行い、2℃およ
び4℃シナリオ下におけるリスクの評価、特定を行っています。

2℃シナリオでは、温室効果ガス排出規制などの強化やそれ
に伴う市場要求を認識し、4℃シナリオでは洪水などの自然災
害の増加や気温上昇を認識しています。いずれのシナリオにお
いても再生可能エネルギーへの移行によるコストの変化を認識
し、財務への影響を考慮して事業戦略として気候変動への適応
対策を行っています。シナリオ分析は継続して実施し、分析の精
度を高めていきます。

気候 変動対応を含むサステナビリティへの取り組みについ
ては、中期経営計画を通して実行しており、気候変動を含むサ
ステナビリティへの取り組みの評価を役員報酬に反映していま
す。

ニコングループでは、温室効果ガス削減および脱炭素化につ
いて、拠点やグループ会社ごとに目標を設定し、エネルギーや排
出量データの管理を行っています。これらの実績および達成状
況は、環境部会傘下の地区環境部会事務局が定期的に確認し
ています。

製品に関連する温室効果ガス削減については、事業部ごとに
目標を設定し、LCA（ライフ・サイクル・アセスメント）手法を活
用しながら取り組んでいます。そして製品部会傘下の製品環境
関連会議体で、進捗を確認しています。

リスク・コンプライアンス委員会がニコングループのリスクを
全社的に管理しています。併せて気候変動に関わるリスクにつ
いては、サステナビリティ委員会が環境部会からの報告事項や
マネジメントレビューの内容を踏まえて、専門的見地から把握・
評価し、対応を協議しています。特定したリスクの潜在的影響額
については、中期経営計画の財務シミュレーションにおいて、他
の潜在的要素とともに把握・認識しています。また、特定したリ
スクにおいて、法規制に関係するリスク、全社的に関係するリス
ク、複数の事業をまたがって関係するリスクなどは優先度を上
げて対応しています。各拠点、グループ会社ごとに、月次でエネ
ルギー使用量や温室効果ガス排出量などを環境データ収集シ
ステムを用いて監視しています。

ニコン環境長期ビジョンとニコン環境中期目標　▶ p.030

環境推進体制　▶ p.032

環境に関するリスク管理　▶ p.035

ガバナンス

リスク管理

主な取り組み

製品における温室効果ガス削減

LCA 手法による環境影響評価
ニコンでは、代表機種などの一部製品において、LCA手法に

よる環境影 響評価を行い、ライフサイクルの各段階における
CO 2排出量を算出しています。その結果、映像製品は原材料調
達段階のCO 2排出量が相対的に大きく、FPD（フラットパネル
ディスプレイ）露光装置や半導体露光装置および産業機器製
品は、使用段階のCO2排出量が大きい傾向にあると分かりまし
た。この結果からそれらの段階での改善を重点課題と捉え、設
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事業所における温室効果ガス削減

調達パートナーへの温室効果ガス削減推進
ニコングループでは、主要な調達パートナーに対し、温室効

果ガス排出量の算定と削減を働きかけています。
2025年度は、算定にかかる調達パートナーの負荷軽減を目的

に、温室効果ガス排出量可視化プラットフォームを導入しまし
た。調達金額の上位約80%にあたる調達パートナー150社につ
いて、Scope1、2、3の排出量情報を収集しています。

2026年度は調達パートナーに対し、削減施策の情報提供や
削減目標の設定サポート等、サプライチェーン全体での温室効
果ガス削減に向けた取り組みを推進します。

ズームレンズ「NIKKOR Z 24-70mm f/2.8 S II」

エネルギー起源 CO2 排出状況と削減施策
2025年度の国内ニコングループおよび海外グループ生産会社

からのエネルギー起源CO2排出量は、57,456トン-CO2となり、
2022年度比で63.3%減少となりました。
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● エネルギー起源 CO₂排出量推移

※1 �CO₂換算係数は、下記の値を使用。
[ 電力 ]
日本：温対法「電気事業者別排出係数」の基礎排出係数
英国・EU：残渣ミックス
米国：NERC 地域別残渣ミックス
その他海外：国際エネルギー機関（IEA）の国別係数
[ 都市ガス]
日本：温対法「ガス事業者別排出係数一覧」の値
英国：「温室効果ガス報告書」用係数
その他海外：日本の代表的なガス会社と同じ値
[ 熱およびその他燃料 ]
温対法「算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧」の係数

※2 �p.040のScope1およびScope2のマーケット基準でのCO₂排出量の算出には、上記
と同じ係数を使用しています。

※3 �排出量は、総エネルギー使用量から再生可能エネルギー分を減算し、排出係数を
使用して算出。

◆：データ集において、第三者保証を受けている数値。

計や調達の見直し、エネルギー効率の向上などを通じて新製品
開発に反映しています。

製品のCO2削減施策
映像製品では、原材料調達の段階のCO2排出量が最も多いこ

とから、ボディ本体の小型軽量化、部品点数の削減に重点を置
いています。

2025年9月に発売されたズームレンズ「NIKKOR Z 24-70mm 
f/2.8 S II」では、従来モデルである「NIKKOR Z 24-70mm f/2.8 
S」と比較し、質量で約16％軽量化を実現しました。その結果、
1台当たりの調達時におけるCO2排出量を約13％削減すること
ができました。

また、2 0 2 5 年11 月に受 注を開 始したF PD 露光 装置「F X-
88SL」は、FPD露光装置として初めてUV-LED（紫外線LED）光
源を採用しました。従来の光源と比較し、使用時の消費電力を
約26％削減し、1台当たりの製品ライフサイクルにおけるCO2排
出量を約22％削減することができました。

生産性と環境価値を高めるFPD露光装置　▶ p.027
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Optical Instrument Co., Ltd.、そしてNikon X-Tek Systems 
Ltd.が再生可能エネルギーによる使用電力100％を新たに達成
しました。

今後も、再生可能エネルギーの普及・拡大に貢献するため、
追加性＊1や持続可能性に配慮しながら、グループ全体での取り
組みを一層強化していきます。

● RE100 への加盟
ニコンは、事業活動で使用する電力の100%を再生可能エネル

ギーで調達することを目標とする、国際イニシアチブ「RE100＊2」
に加盟しています。2030年度までに、使用する電力の100%を再
生可能エネルギーにすることをめざすとともに、RE100加盟の
他企業とともに再生可能エネルギー市場や各国政府への働きか
けを積極的に行っています。

● 各事業所での省エネルギー
ニコングループの各事業所では、設備導入計画時にエネル

ギー削減効果を確認し、設備導入の可否を判断する要素のひと
つとしています。また、設備導入後は該当設備の実際のエネル
ギー消費量をモニタリングし、計画と実績の差異を管理するこ
とで、効果確認と改善につなげています。

そのほか、各事業所において、省電力照明への転換、人感セ
ンサー照明の導入、空調設備および事務機器の高効率化など、
多面的に省エネルギー化を進めています。これらの有効な対策
は、グループ内で横展開し、継続的な改善を図っていきます。

＊1 新たな再生可能エネルギーの設備を促す効果があること。

＊2 �RE100：CDPと気候変動に対する活動に注力する非営利組織The Climate Group
が、パートナーシップのもと運営し、世界の企業が参加する国際的イニシアチブ。

● 電力使用量における再生可能エネルギー量

年度 ����年度

（MWh）

再生可能エネルギー量

再生可能エネルギー量割合

�

���,���

���,���

��,���

���,���

���,���
（%）

�

��
��
��
��

��

��
��
��
���

��

����年度

���

非再生可能エネルギー量

����年度 ����年度

���,���

���,���

��.�

���,���

��.�

����年度

��,��� ��,���

�.�

���,���
���,���

��.�

���,���

����年度

���,���
��.�

��,���

● エネルギー使用量推移

※ 熱量換算係数は、下記の値を使用。
[ 電力 ] 省エネ法「定期報告書記入要領」の係数
[ 都市ガス]
日本：省エネ法「定期報告書記入要領」のガス会社固有係数
英国：「温室効果ガス報告書」用係数より算出した値
その他海外：日本の代表的なガス会社と同じ値
[ 熱およびその他燃料 ] 省エネ法「定期報告書記入要領」の係数
◆：データ集において、第三者保証を受けている数値。

�

�,���

�,���

�,���

�

�

�

�

�
（TJ）

■ 国内ニコングループ　■ 海外グループ生産会社

（GJ/百万円）

����年度

�.��

�,���

�,���

�.��

�,���

�,���

●  売上高原単位

����年度 ����年度 ����年度

�.��

�,���

�,���

�.��

�,���

�,���

����年度

�.��◆

�,���◆

�,���◆

● ニコングループのエネルギー管理
ニコングループでは、各事業所で毎月エネルギー管理を行っ

ています。各事業所はエネルギーの種別ごとの使用量を社内シ
ステムに入力し、地区環境部会事務局が監視を行います。著し
い増減が確認された場合は随時事業所の担当者に確認を行っ
ています。エネルギーの管理状況はISO 14001のEMSアセスメ
ントで確認するほか、グループ全体のエネルギー使用量は環境
部会で年に2回報告されます。

ニコングループでは、エネルギー起源CO2排出量を削減する
ために、製品の開発、生産プロセスの改善を実施するほか、生
産設備の高効率化、省エネルギー施策の実行や再生可能エネル
ギーの導入などを推進しています。

また、取り組みを着実に進め、環境対応水準を向上させるた
めに、従業員に対する環境教育として省エネ等に関する研修を
行っています。

● 再生可能エネルギーの活用
ニコングループは、事業所からの温室効果ガス排出量削減に

向けた重要な施策のひとつとして、再生可能エネルギーの活用
を推進しています。2030年度までに電力使用量における再生可
能エネルギー導入率を100％とすることを目標に、自家発電の
導入、再生可能エネルギー電力プランの活用、再生可能エネル
ギー証書の調達など、各拠点の状況に応じた多様な手段を組み
合わせて取り組んでいます。2025年度の再生可能エネルギー導
入率は76.0％となり、当年度目標である71％以上を達成しまし
た。

また、栃木ニコン、仙台ニコン、Nikon (Thailand) Co., Ltd.、
Optos Plcなどの拠点では、すでに使用電力の100％を再生可能
エネルギーで賄っています。さらに2025年度には、Hikari Glass 
(Changzhou) Optics Co., Ltd.とNanjing Nikon Jiangnan 
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● 製品開発の効率化
ニコングループでは、ものづくりを支える基幹技術の改善や

進化を追求し続けることで、開発・生産の効率化や品質向上を
めざしています。また同時に、エネルギー使用量や廃棄物の削
減など環境負荷低減にも取り組んでいます。

中でも、光学技術を支える光学ガラスの開発・製造工程は、
高温の熔解炉を用いたり、実験を多数繰り返したりすることか
ら、多くのエネルギーを使い、廃棄物も大量に生じます。これに
対しニコングループは品質工学の手法に着目し、光学ガラスの
開発・製造プロセスの大幅な効率化に向け、評価方法の工夫や
シミュレーションによる実験回数の削減、リードタイムの短縮
化、プレス加工の精度の向上などに取り組みました。

その結果、エネルギー使用量や温室効果ガス排出量、廃棄物
排出量の削減を実現し、環境負荷を大幅に低減することができ
ました。こうした取り組みで確立されたシミュレーションや技術
情報は、他のレンズ材料の開発や生産工程に応用・展開し、さ
らなる環境負荷低減に活かしています。

● 通勤、社用車への取り組み
ニコングループの各事業所において、社用車にハイブリッド車

など燃費効率の高い自動車や、環境負荷の少ない自動車を導入
する取り組みを進めています。2025年度には、ニコン熊谷製作
所に、EV（電気）バスを導入しました。

また、多くの事業所で公共交通機関の利用促進、カーシェア
リングの活用、自転車通勤の奨励など、従業員の通勤時に伴う
環境負荷低減に向けた取り組みを推進しています。

非エネルギー起源CO2および
その他の温室効果ガスの排出状況と削減施策

2025年度におけるニコンおよびグループ生産会社からの温
室効果ガス排出量のうち、非エネルギー起源CO2

＊1およびその
他の温室効果ガス＊2の排出量は1,334トン-CO2e、温室効果ガ
ス全体に占める割合は2.3%でした。中でも、製造工程で使用
する洗浄剤に含まれているHFC類が最も多く1.8%でした。

ニコングループでは、非エネルギー起源CO2およびその他の
温室効果ガスの排出削減に向け、当社の「有害化学物質ガイド
ライン」に基づき、化学物質の使用管理を徹底するとともに、代
替物質や代替技術の検討および導入、工程改善に取り組んでい
ます。
＊1 非エネルギー起源 CO2：消火器、スプレー、廃棄物焼却などで発生するCO2

＊2 その他の温室効果ガス：CH4、N2O、HFC 類、PFC 類、SF6、NF3

熊谷製作所が導入したEV（電気）バス

● 事業所での主な省エネルギー施策

省エネ施策項目 施策実施内容

設計・開発の見直し
AI・CAE・外部技術情報活用による実験・試作の
削減

生産設備の省エネ 生産設備の統廃合、省エネ化への改修

生産性の向上
IE分析による良品率向上・作業動線・生産スペー
スの最適化、生産の自動化

変電設備の更新 高効率受電・変電機器への交換

変電設備の運用見直し
変圧器統合、待機電力削減、非稼働時停止などの
間引き運転

空調設備更新
チラー・冷凍機更新による冷却効率向上・統廃
合、モータ更新による電力低減

空調運用の見直し 設定温湿度・運転時間間隔の適正化

放熱・吸熱ロス削減
配管・建屋外壁の保温化、熱交換器の適正化、
配管統合・バイパス化

建屋設備の見直し 断熱窓ガラスや省エネエレベーターへの更新

照明の省エネ化
照明設備のLED化、照明の間引き、明るさの再設
定

真空・圧縮空気の省エネ
高効率ポンプへの更新、配管バイパス化、圧力の
適正化、ポンプ切替制御の適正化

水運用の見直し 受水槽用水ポンプ効率改善、配管の適正化

社用車の更新
電気自動車・燃料電池車など環境対応車の導入
推進

社用車運転の改善
ドライブレコーダー分析による運転方法の適正化
教育による省エネ運転
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物流における温室効果ガス削減

物流における温室効果ガス排出量の把握
ニコングループの製品は、アジアを中心とした生産拠点で製

造され、世界各地で販売されています。これを踏まえ、グローバ
ルにおける物流ルートや輸送量を把握し、温室効果ガス排出量
の削減に取り組んでいます。

2025年度の物流における温室効果ガス排出量は、国内物流
が622トン-CO 2、国際間および海外領域の物流が18,837トン
-CO2でした。温室効果ガス排出量を前年度比2.7％削減という
目標に対し、8.5%の削減結果となりました。

航空貨物輸送におけるSAFの利用
2024年度から、航空貨物輸送においてSAFの利用を継続的

に実施しています。
SAF（Sustainable Aviation Fuel：持続可能な航空燃料）

は、廃食油やサトウキビなどのバイオマス、都市ゴミや廃プラス
チックなどを原料として製造される燃料で、航空輸送に伴う温

● 日本国内、国際間、海外領域の物流による
温室効果ガス排出量推移

（千トンｰCO₂）

物流による温室効果ガス排出量 トンキロ当たりの温室効果ガス排出量

（kgｰCO₂/トンキロ）
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室効果ガス排出量の削減に寄与するものです。
ニコンは、東京都の助成プログラムも活用し、SAFを用いた

航空輸出を実施しています。

モーダルシフトの推進
ニコングループでは、航空便やトラック輸送から、船便や鉄

道・フェリー輸送といった、より環境負荷の少ない輸送手段へ転
換する「モーダルシフト＊」を推進しています。

2025年度には、ヘルスケア事業部において、東京港発シンガ
ポール港向けの船便輸送を実施しました。従来は、シンガポー
ル周辺のアジア各国向けに航空便で個別輸送していましたが、
本取り組みでは、シンガポールに貨物を集約した上で船便輸送
を行いました。

本取り組みにより、従来の航空機輸送と比較して、1輸送当た
り約7トンのCO2削減が見込まれています。
＊モーダルシフト：輸送・交通手段を見直し、より環境負荷の少ない手段へ転換すること。

輸送における環境配慮
ニコングループでは、輸送トラックなどを順次、環境に配慮し

た低燃費車種に切り替えているほか、トラック協会主催のエコ
ドライブ講習会を定期的に受講するなど、エコドライブの推進
に取り組んでいます。

また、国内トラック輸送では、倉庫から輸出する際、容積計
算による最適な梱包箱の選定や各事業部の商品混載など、積
載効率を高めることで、トラック使用台数の削減に取り組んで
います。

● ニコンおよびグループ生産会社温室効果ガス排出内訳◆

その他：
�.��%

（以下内訳）
・非エネルギー起源CO�：�.��%
・CH�：�.��%
・N�O：�.��%
・HFC類：�.��%
・PFC類：�.��%
・SF�：�.��%
・NF�：排出なし

エネルギー起源CO�
��.��%

◆：データ集において、第三者保証を受けている数値。

● 非エネルギー起源CO₂およびその他の温室効果ガスの排出内訳◆

その他
��.��%

（以下内訳）
・非エネルギー起源 CO₂：�.��%
・CH₄：��.��%
・N₂O：�.��%
・PFC 類：�.��%
・SF₆：�.��%
・NF₃：排出なし

HFC類
��.��%

◆：データ集において、第三者保証を受けている数値。
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